大阪府議会2月定例会　代表質問における質疑内容（速報）
2月27日（月）
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　議員 （大阪維新の会大阪府議会議員団）

（保険制度の広域化）
・　国民健康保険や介護保険については、ご承知のとおり、市町村が運営主体とされ、保険料は、各市町村がそれぞれ定め、市町村間で大きな差があります。これら社会保険は、府民生活のセーフティネットであり、市町村間の格差、不公平をなくし、府民誰もが同程度の負担で同程度のサービスを受けられるよう、大阪全体で統一された保険料体系を整備することが理想です。
・　我が維新の会は、知事とともに、先の知事選のマニフェストの中で、この問題について取り上げており、保険制度の広域化の実現は、府民に対して約束したことであります。部局からは、これまでも検討を続けてきているとの説明を受けておりますが、選挙で府民の意向が改めて示されたのですから、これまで以上に強く推し進めていくべきですが、知事の所見を伺います。


○　まず、国民健康保険については、（中略）。
○　次に、介護保険制度については、高齢者の生活を支えるセーフティネットとして定着してきたが、高齢化の進展による介護サービスの利用が増加し、介護保険料が上昇するとともに、市町村ごとの格差も大きくなっていると認識しています。
○　こうした状況を踏まえ、今後とも持続可能な制度としていくためには、保険財政基盤の強化とともに、市町村間の格差をなくしていく必要があります。
○　府としては、これらに対応するため、保険者である市町村とともに、広域化に関する課題の整理や国への制度提言などを検討する研究会の設置に向け、直ちに取り組んでいきます。
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
3月1日（木）
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 議員 （民主党・無所属ネット大阪府議会議員団）

（介護保険の広域化）
次に、介護保険の広域化についてお伺いします。
今後、高齢化が進み、介護サービスの利用が増えれば、保険料も上がり、市町村間の格差も開いていきます。広域化について、今後検討していくべきではあるという意見はあります。しかし、広域化による課題もあります。
第一に、保険料が統一されると、地域で必要な介護サービス量と介護保険料の関係性が薄くなるため、市町村は収入のことは考えなくなり、介護予防の促進など給付費を抑制させるインセンティブが働かなくなります。その結果、介護保険料が著しく高騰するのではないですか。
第二に、市町村への権限移譲など、市町村を主体とする動きに逆行することになりませんか。
さらに、各市町村の保険料に大きな変更をもたらし、デメリットとなる市町村も多い。市町村の意見を十分に聴き、理解を得た上で実施すべきではないですか。
こうしたことを踏まえ、府における介護保険制度の広域化による課題についてどのように考えているのか、知事にお伺いします。
また、広域化の検討の際、単に経済的な側面だけではなく、利用者のニーズと言った観点からも、慎重に検討されるべきです。財政基盤や高齢者福祉の実情が似ている、まとまりやすい地域での広域化を検討していくべきで、施設配置をはじめ介護保険サービスの地域的単位である「高齢者保健福祉圏」が限界でないでしょうか。本当に府域一元化すべきかどうか、介護保険の広域化の範囲についても知事の見解をお伺いいたします。


○　介護保険については、第5期の保険料は府内の平均で約5,400円となり、市町村間の格差が1,900円程度にまで広がると見込まれています。今後とも持続可能な制度とするためには、広域化についての検討が必要です。
○　広域化のメリットは、安定的に保険財政を運営できることや、統一した保険料が設定できるので市町村間の保険料の格差がなくなることです。
○　広域化についての課題ですが、まず、保険料が府内一律となった場合においても、地域の実情に応じた介護予防や高齢者の健康増進など、給付抑制につながる市町村の取組みが促進される仕組みづくりが必要です。
次に、保険財政運営など 広域で担当するべき業務と、事業者の指定・指導や 認定・給付など 市町村で担当するべき業務との 適切な役割分担が求められます。
さらに、サービスに大きな変化がないまま 保険料が上がる市町村がある中での 府内保険者の合意形成などが課題であると認識しています。
○　ご提示の圏域ごとの広域化については、府内の８つの「高齢者保健福祉圏」単位で広域化を行う場合、保険料は1,400円程度の格差が残るとともに、府域一元化に比べ 保険財政の安定化の効果は小さいと考えます。
○　府としては、これらを踏まえ、保険者である市町村とともに、広域化に関する課題の整理や 国への制度提言などを検討する。このため、広域化についての研究会を設置できるよう、直ちに取り組んでいきます。
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